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Ⅰ．概  要 

 

当協会は 2025 年度においても、これまで同様に選択と集中の方針で事業活動と財団運営を着

実に推し進めてきた。主な事業の内容は以下のとおりである。 

 

・第 2回 Japan Bike Show 2025、ISO国際会議の開催 

第 2回 Japan Bike Show 2025を一般社団法人自転車協会の協力を得て開催し、自転車業界

内外のコミュニケーションの促進、活性化を図ることができた。今回は ISO 国際会議を同時

期に近隣施設で開催することで、当協会の国際規格標準化推進事業を広く周知するとともに、

海外からの委員を Japan Bike Showの会場に招き、相互に理解を深めた。 

・自転車情報収集整備提供事業 

2024年度よりスタートした自転車 POS販売データも本年度で 1年間を通したデータを公表

することで、前年度対比が可能となり、充実したデータを提供できた。また、自転車情報総合

検討委員会において、4つの分科会の成果を共有し、各分科会の活動を横断的に俯瞰すること

で、自転車産業全体の発展に寄与する有益な方向性を示した。 

・パレスサイクリング運営 

環境省自然環境局と共催で「自転車による皇居外苑エリア利活用事業」を 9月 21日、28日

の日曜日両日に実施し、2026年度からの自転車の無料貸出し再開の機運を高めた。 

・技術研究所の建替えについて 

2025 年度において、新しい技術研究所の基本設計が固まり、先行工事の実施、顕彰碑の移

設を行ったが、技術研究所の試験検査業務に支障なく、新しい技術研究所の完成に向かう準備

期間となった。 

・経営基盤の強化 

公益財団法人 JKA の機械振興補助事業、公益事業振興補助事業の交付を得て、事業実施の

安定的な基盤強化を図り、技術研究所の建替え費用を確保しつつ黒字化を達成した。 

 

2026 年度は青切符制度の導入、第 3 次自転車活用推進計画の策定、2027 年 5 月には自転車国

際会議ベロシティの開催など自転車業界も大きな変革期を迎えている。引き続き、当協会におい

ても時代に即した事業展開を行うことに尽力する所存である。 
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Ⅱ．事業の 実施内 容 

 

１．中小自転車企業活性化促進事業 

１）自転車メカニシャン養成 

スポーツ自転車に関するユーザーニーズに的確に対応する高度なメンテナンス技術を習

得する者を養成するため、一定レベルの整備技能習得を図る検定を実施した。 

ア．SBM検定 

区分 実施日 
受験 
者数 

合格 
者数 

第 32回 1級スポーツ自転車整備士検定(東京) 2025年 9月 10日 41 10  

第 33回１級スポーツ自転車整備士検定(大阪) 2026年 1月 14日 35 12 

計 76 22 

イ．検討会の開催 

SBMスポーツ自転車整備士検定検討会（2回開催） 

筆記・実技試験内容やレベル設定、採点方法について検討した。 

２）自転車情報収集整備提供 

（公益財団法人ＪＫＡの機械振興補助事業として実施） 

ア．各種政府統計データの集計整備並びに当協会ホームページでの公表 

・自転車生産動態統計(生産動態統計調査)、自転車輸出入統計(貿易統計)資料の整備 

・電動アシスト自転車生産動態統計の整備 

・国内向自転車生産・輸出入統計の整備 

・自転車 POS販売統計の整備 

イ.自転車情報総合検討委員会（1回開催） 

     自転車産業全体の発展に寄与する有益な方向性を見出すことを目的として、下記4つの分

科会の成果、活動状況を横断的に検討した。 

ウ．統計分析検討会（1回開催） 

自転車POS販売データ促進並びに統計調査全般について検討した。 

エ．次世代モビリティ活用分科会（3回開催） 

   次世代モビリティとしてのシェアサイクルの利用実態調査を実施し、今後の新しい自転

車の活用について検討した、。 

オ．海外市場動向調査分科会（2回開催） 
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海外市場に関する情報収集、自転車企業の販売促進、業界全体の発展について検討し

た。また、2025年8月22～28日、アメリカ・オレゴン州ポートランドで開催された

「MADE Bike」に同分科会委員3名を派遣し、同展並びにアメリカ市場に係る情報収集

を実施した。 

カ．産業ビジョン検討分科会（5回開催） 

行政の自転車リユースの実態調査を行うとともに、実態調査報告並びに自転車リサイ

クル市場について検討した。 

３）自転車貿易促進 

ア．Japan Bike Show 開催 

自転車業界の BtoB 展示会、第2回 Japan Bike Show 2025を下記の通り開催した。 

期 日： 2025年10月15日、16日 

場 所： 有明GYM-EX 

出展社： 119社 

来場者： 2,304人 

イ．台北国際自転車展覧会調査 

2026年 3月 25日～28日、台湾・台北市で開催された「2026年台北国際自転車展

覧会」に職員 1名を派遣し、同展並びに海外自転車市場について情報収集を実施し

た。 

 

２．自転車安全対策・環境整備促進事業 

１）自転車安全点検全国普及活動 

ア．自転車安全点検 

自転車の安全性向上を目的として、全国の都道府県自転車商協同組合の協力を得

て、学校や公共の場における拠点型安全点検を1,604会場で実施し、計142,210台の自

転車を点検した。また、TOKYO BAY BICYCLE 2025にて自転車安全点検を行い、更に10月

15-16日  Japan Bike Show 2025 にてメカニックセミナーを実施した。 

イ．自転車安全点検講習会 

正しい自転車の整備、選び方、乗り方等に関する安全点検講習会を全国 309 会場で

実施し、22,813名の参加を得た。 

ウ．点検用資材作成 
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点検用資材として、法令に定められた箇所及び重要な箇所を確認できる安全点検カー

ド 170,000枚を作成の上、全国の都道府県自転車商協同組合へ配付した。 

エ．自転車販売店技術向上プロジェクト 

自転車販売店に勤める若手/初級メカニックの技術向上のため、講座を4回（ホイール組み2

回、自転車組み立て2回）開催するとともに、「効率の良い自転車の組み立て方」の動画を配

信した。 

２）パレスサイクリング運営 

（公益財団法人ＪＫＡの公益事業振興補助事業として実施） 

日曜日に、皇居周辺の内堀通り（祝田橋～平川門）往復約3㎞をサイクリングコースと

して提供するパレスサイクリングを計23回開催し、延べ13,410名の利用があった。また、

皇居外苑地区広場にて、自転車に乗れない子供と保護者を対象に、自転車乗り方教室を計8回

開催し、延べ202名の参加があった。 

 

３．自転車等技術開発推進事業 

１）自転車等規格標準化 

自転車 JIS原案作成団体並びに ISO国内審議団体として、国内外の自転車規格の標準化を

推進するため、次のとおり事業を実施した。 

ア．JIS関係 

ａ．自転車規格委員会（2回開催） 

学識経験者、使用者、製造者、中立者で構成する本委員会において、2025年度 JIS

及び ISO各委員会等にて検討を行った事項について報告した。また、2026年度事業

実施体制を提案し承認を得た。 

ｂ．リアキャリア及びスタンド原案作成委員会（7回開催） 

2023年改訂のISO 11243(自転車用荷台)との整合化検討及び自転車関連の用語集の内

容を反映し、改正審議を進めた。 

ｃ. タイヤ及びリム原案作成委員会（6回開催） 

2021年改訂のISO 5775-2(自転車のタイヤ及びリム－第2部：リム)及び2023年改訂の

ISO 5775-1(自転車のタイヤ及びリム－第1部：タイヤの表示法及び寸法)との整合化検

討及び自転車関連の用語集の内容を反映し、改正審議を進めた。更にタイヤ及びリム原

案作成分科会を設置、計3回開催し、タイヤ、リムの種類や試験方法等について検討した。 
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イ．ISO関係 

（公益財団法人ＪＫＡの機械振興補助事業として実施） 

ａ．ISO幹事国業務 

「ISO/TC149(自転車)/SC1(自転車及び主要部品)」の幹事国及び委員会マネージャ

ーを担当し、規格案の取りまとめ、プロジェクト管理、国際会議開催及び対応国際

規格の投票等を行った。 

ｂ．国際会議の開催及び出席 

以下のとおり東京で開催した。 

・ISO/TC149/SC1年次総会  2025年10月17日 

各作業部会より報告、関係国際機関の報告及び連携継続を確認した。。 

・ISO/TC149（自転車）年次総会  2025年10月17日 

関係する委員会の現状報告、SC1委員会より活動を報告した。 

・ISO/TC149/SC1/WG13国際会議  2025年 10月 15日 

ISO/PWI 4210-1～-9、及び ISO/PWI 8098に対するコメントについて議論した。 

更にWeb会議形式により2025年4月～2026年3月の間で同会議を5回開催した。 

・ISO/TC149/SC1/WG16国際会議  2025年 10月 16日 

ISO/WD 11243に寄せられたコメントについて議論を行った。 

更に Web会議形式にて 2026年 1月に同会議を 1回開催した。 

・ISO/TC149/SC1/WG18国際会議  2025年 10月 14日 

ISO/WD 8090に寄せられたコメントについて議論を行った。 

・IEC/TC21/JWG84国際会議（Web会議形式） 

ISO/TC149国内委員会委員が同会議に3回参加した。 

ウ．ISO/TC149国内委員会（5回開催） 

業界有識者で構成する「ISO/TC149 国内委員会」を設置・開催し、自転車 ISO に係る各

種検討案件及び投票について審議した。 

エ．WG13国内対応分科会（6回開催） 

ISO/TC149/SC1/WG13にて ISO 4210改訂に向けた予備段階(PWI)開始を踏まえ、分科会を

設置し、国内方針の検討を行った。 

２）自転車等研究開発普及 

国内外の自転車及び同部品並びに車いす等福祉機器の安全性・性能の確保を図るため、試

験評価技術の開発を実施したほか、自転車の技術等に係る情報提供を行った。 
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ア． 折りたたみ小径車に関する研究 

折りたたみ小径車に関する研究として、その歴史、特徴及び課題の整理を行うととも 

に、協力企業 4社から提供を受けたサンプル車両を用い、JIS D 9313に基づく試験によ

る破壊挙動の分析を実施した。さらに、2026年度に導入予定のデジタル画像相関法（DIC）

による非破壊検査機器について調査を行い、取得データの解析方法の検討を進めた。研

究実施に際し「折りたたみ小径車研究打合せ」を開催し、外部アドバイザーの助言を得

ながら進めた。 

イ．規格に関する検証試験 

     ISO/TC 149/SC 1/WG 13において議論されている試験方法の提案について、検証試験 

を実施した。 

ウ．自転車等技術支援 

技術研究所に寄せられた自転車等の技術相談に 31件対応した。 

エ. 試験研究データの信頼性確保 

試験機器維持管理として、蛍光 X 線分析装置、油圧加振機、シャーシダイナモメータ

及び走査型電子顕微鏡の整備・点検を実施した。 

オ．技術講演会・業務報告会 

自転車業界関係者を対象に、講演会並びに技術研究所の業務報告会を開催した。 

期 日： 2026年 2月 4日 

場 所： シマノ自転車博物館 

講 演： 「ふたごじてんしゃの開発からみた人・モノを運搬する自転車の展望」 

オージーケー技研株式会社/株式会社ふたごじてんしゃ 

一般財団法人自転車産業振興協会技術研究所 

参加者： 62名 

カ．情報収集提供 

自転車等に関する製品情報を収集し公表した。 

自転車に関する重大製品事故情報  60件 

経済産業省のリコール情報      7件 

 

４．自転車等試験検査・調査事業 

自転車及び車いすの品質確保改善を図るため、公正中立な第三者機関として、BAA マーク制
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度商品検査、SGマーク制度委託業務を始め、自転車・車いす製造業者等からの依頼による延べ

308件の受託試験（自転車全般 286件、競輪競技関係 14件、車いす 8件）を実施した。うち電

動アシスト自転車（シャーシダイナモメーター使用）は 114件であった。 

 

５．自転車評価研究事業 

（公益財団法人ＪＫＡの機械振興補助事業として実施） 

アルミ合金、ステンレス合金、鉄鋼材量製自転車部品の分析を実施し、以下の結果を得た。 

（1）アルミ合金及びステンレス合金では主要添加元素の含有量分析が可能であり、合金系 

の識別に有効である。 

（2）鉄鋼材料については鉄鋼の 5 元素のうち Mn、Si、P、S の含有量を分析可能であり、C 

濃度分析を併用することで鋼種の絞り込みが可能である。 

（3）EDXは簡易分析として有用だが、鋼種の同定には ICP分析などの併用が必要である。 

（4）分析試料の表面処理状態を考慮した前処理が重要である。 

（5）一部の自転車部品において材質が表示と異なる可能性が示唆された。 

今後の展開として、導入した EDX 及び分析手法を活用し、JIS の疲労試験や強度試験の要求

事項を満足する材料データベースの構築、破損車両など事故解析及び品質評価への活用（強度

不足、サイレントチェンジ、偏析、ロットによる成分のばらつきの有無など）を進め、自転車

の安全性向上および品質確保に資する評価基盤の確立を目指す。 
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Ⅲ.会議実施状況 

 

１．理  事  会 

第 233回理事会   2025年 5月 16日 

○2024年度事業報告及び 2024年度決算報告について承認された｡ 

○公益目的支出計画実施報告について承認された。 

○規程の一部改正について承認された。 

○2025年度ＪＫＡ補助事業の実施について承認された。 

○第 67回評議員会の招集について承認された。 

第 234回理事会   2025年 6月 3日 

○代表理事（会長）の選定について審議し、次期の代表理事について下記のとおり選任さ 

れた｡ 

代表理事（会長・非常勤） 駒 形 哲 哉 

○業務執行理事（常務理事）の選定について審議し、次期の業務執行理事について下記の 

とおり選任された。 

業務執行理事（常務理事・常勤） 後 藤 浩 之 

第 235回理事会   2025年 9月 10日 

○2026年度ＪＫＡ補助事業の要望について承認された。 

第 236回理事会   2026年 3月 4日 

○2026年度事業計画及び 2026年度収支予算について承認された｡ 

○規程の制定及び改正について承認された。 

○重要な使用人の選任について審議し、下記のとおり承認された。 

事務局長   小野寺 栄 一 

技術研究所長 越 智 慎 哉 

 

２．評 議 員 会 

第 67回評議員会   2025年 6月 3日 

○2024年度事業報告及び 2024年度決算報告について承認された｡ 

○公益目的支出計画実施報告について承認された。 

○理事及び監事の選任について審議し、次期の理事 7名及び監事 2名が選任された。 

（10頁の役員名簿のとおり） 
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○評議員の選任について審議し、次期の評議員 6名が選任された。  

（11頁の評議員名簿のとおり） 

 

３．監  事  会  2025年 5月 2日 

2024年度の事業報告等、計算書類及びその附属明細書並びに公益目的支出計画実施報告につい

て監査を受けた。 

 

Ⅳ.一 般 庶 務 

 

１．届出関係 

○2025年 6月 12日付で内閣総理大臣宛に公益目的支出計画実施報告書等を提出した。 

 



１．役 員 名 簿

2026年3月31日現在

（常　勤）

藤 井 厚

監　事

（一財）辻・本郷財産管理機構　顧問

唐 澤 一 之

監　事

（株）唐沢製作所　代表取締役社長

（一社）自転車協会　理事長

（一財）日本車両検査協会　理事・安全技術部長

常務理事

理　事

理　事

後 藤 浩 之

理　事 伊 藤 政 博

役　職 氏　　名

Ⅴ．各 種 名 簿

駒 形 哲 哉会　長 　慶應義塾常任理事  経済学部教授

団体・会社名及び役職名

大 柳 博 明

山 田 玄 一 （常　勤）技術研究所長・事業部長兼務

理　事 東 田 和 浩 　日本自転車軽自動車商協同組合連合会　理事長

理　事 田 中 栄 作 （一財）日本自転車普及協会　専務理事
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２．評 議 員 名 簿

2026年3月31日現在

大 石 美 奈 子

氏　　名 団体・会社名及び役職名

黒 岩 進

 （一財）全日本交通安全協会　専務理事入 谷 誠

 （一社）産業環境管理協会　専務理事

川 端 真 澄  ブリヂストンサイクル（株）　取締役執行役員

米 山 聡  青山学院大学理工学部　教授

津 山 晃 一

  (公社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談
員協会　消費生活アドバイザ－

 シナネンホールディングス（株） 取締役

 （株）キャットアイ　代表取締役会長

三 橋 美 和
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Ⅵ. 組織の概要 

 

2026年 3月 31日現在 

 

名   称： 一般財団法人 自転車産業振興協会（Japan Bicycle Promotion Institute） 

 

代  表  者： 会 長  駒 形 哲 哉 

 

所  在  地： 本 部    〒141-0021 東京都品川区上大崎 3-3-1 自転車総合ビル 

TEL03-6409-6920  FAX03-6409-6868  (https://jbpi.or.jp) 

技術研究所  〒590-0948 大阪府堺市堺区戎之町西 1丁 3-3 

TEL072-238-8731  FAX072-238-8271  (https://jbpi.or.jp) 

 

設立年月日： 1958(S33)年 9月 15日 財団法人 自転車技術研究所 

1964(S39)年 4月 1日  財団法人 自転車産業振興協会に名称変更 

2013(H25)年 4月 1日  一般財団法人 自転車産業振興協会に名称変更 

 

目   的： この法人は、自転車及び車いす並びにこれらの部品、附属品（以下「自転車等」

という。）の生産、貿易、流通及び消費の増進並びに改善を図り、もって我が国

自転車産業の振興と国民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 

事業概要： 自転車等に関する中小企業活性化促進、安全対策・環境整備促進、技術開発推進

等の事業を行う。 

 

役職員の概要：会長（非常勤）           1名 

常務理事（常勤）               1名 

       理事（常勤）            1名 

非常勤理事                          4名 

非常勤監事                          2名 

職   員             本部事務局   9名 

技術研究所   8名 （職員計 17名） 



一般財団法人自転車産業振興協会　機構図

技術研究所

評議員会

理 事 会

監 事

会 長

本部事務局

管 理 部

総 務 部

2026年3月31日現在

考 査 室

事 業 部

考 査 室

常務理事

研究開発部
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2025年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34条第 3

項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので作成しな

い。 

 

2026年 5月 

一般財団法人 自転車産業振興協会 


